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令和元年度決算に基づく健全化判断比率 

及び資金不足比率審査意見について  
 
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項及び同法第22条第1項の規定により，

令和元年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項

を記載した書類について審査した結果，別紙のとおり意見を提出します。 
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令和元年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 
 
 
第１ 審査の対象 

１ 令和元年度決算に基づく健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載

した書類 
２ 令和元年度決算に基づく資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類 
 
第２ 審査の実施場所及び期間 

監査委員室 

令和 2 年 8月 6 日から 

令和 2 年 8 月 27 日まで 

 

第３ 審査の着眼点及び方法 
審査に当たっては，岡山市監査基準に準拠し，健全化判断比率及び資金不足比率が

関係法令等に基づいて適正に算定されているか，また，算定の基礎となる事項を記載

した書類が適正に作成されているかについて，歳入歳出決算関係書類，算定根拠資料

等との照合及び関係職員からの説明の聴取等により審査した。 
 
第４ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事

項を記載した書類は，いずれも関係法令等に準拠して作成されており，計数は関係書

類，諸帳簿と符合し，適正であると認めた。 
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１ 算定対象会計 

 
健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は，次のとおりである。 

 

用 品 調 達 費 特 別 会 計

災 害 遺 児 教 育 年 金 事 業 費 特 別 会 計

公 共 用 地 取 得 事 業 費 特 別 会 計

学 童 校 外 事 故 共 済 事 業 費 特 別 会 計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費特別会計

公 債 費 特 別 会 計

市立総合医療センター病院事業債特別会計

国 民 健 康 保 険 費 特 別 会 計

介 護 保 険 費 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 費 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

市 場 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

(注) １　資金不足比率は公営企業ごとに算定される。
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２ 健全化判断比率の状況 
 

令和元年度決算に基づく健全化判断比率は，次のとおりである。 
（単位：％） 

区   分 元年度 30年度 早期健全化基準 財政再生基準 
実 質 赤 字 比 率 － － 11.25 20.00 

連結実質赤字比率 － － 16.25 30.00 

実 質 公 債 費 比 率 5.6 6.3 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 － 9.3 400.0  

（注） 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については，実質赤字額及び連結実質赤字額がないため

「－」と表示している。また，将来負担比率については，充当可能財源等が将来負担額を上回っ

たため「－」と表示している。 

 

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については，いずれも実質赤字額を生じていないため，

実質赤字比率及び連結実質赤字比率は算定されない。 
実質公債費比率は5.6％で，前年度に比べ0.7ポイント向上している。なお，早期健全化基

準(25％)を下回っている。 

将来負担比率は，充当可能財源等が将来負担額を上回ったため，算定されない。（平成 

30年度は9.3％。早期健全化基準は400％。） 

 

 

３ 資金不足比率の状況 
 

資金不足比率は，公営企業会計ごとの資金不足額のそれぞれの事業規模に対する比率であ

り，各会計とも資金不足額を生じていないため，資金不足比率は算定されない。 
 

資金不足比率の状況 

（単位：千円） 

特 別 会 計 の 名 称 
資金不足額 

① 

事業の規模 

② 

資金不足比率 

①/②×100（％） 

経営健全 

化 基 準 

法 

適 

用 

水道事業会計 － 13,255,718 － 

20.0％ 

 

工業用水道事業会計 － 241,258 － 

病院事業会計 － 698 － 

市場事業会計 － 617,134 － 

下水道事業会計 － 11,588,879 － 

（注） 資金不足額及び資金不足比率については，資金不足額がない場合「－」と表示している。 
 


